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１ 策定の目的 
少子化による人口減少や高齢化の進行、厳しい経済情勢など、都市をとりまく状況は、大き

く変化しています。土地利用に関してみても、市街化区域縁辺部におけるスプロール現象の進

行、遊休地の増加等、無秩序で非効率な土地利用が顕在化しており、集約的で、かつ効率的な

都市づくりが求められています。 

本市においても、以下に示す状況が発生しており、その対策が求められていることから、市

街化調整区域における地域の活性化と環境の保全を図るため、平成 25（2013）年 3月に「市街

化調整区域における土地利用方針」及び「市街化調整区域における地区計画運用基準」を定め

ました。 

このたび、令和 3（2021）年 8 月に「都市計画区域の整備、開発及び保全の方針」が変更さ

れ、令和 4（2022）年 12月に「成田市都市計画マスタープラン」の見直しが行われたことから、

本方針の見直しを行いました。 

 

【成田市の市街化調整区域で発生している状況】 

①建築物が無秩序に集まり街区を形成することで、自然環境や住環境が悪化している。 

②人口減少や少子高齢化の傾向と地域コミュニティが弱体化している。 

③空港周辺では空港立地を活かした土地利用が十分行われていない。 

④鉄道駅周辺において、有効な土地利用がされておらず、地域の活性化が図られていない 

 

２ 位置づけ 
「市街化調整区域における土地利用方針」は、成田市総合計画等の上位計画の土地利用方針

を補完する方針であり、「市街化調整区域における地区計画運用基準」は、土地利用方針を実

現するために、地区計画を誘導する市の運用基準となります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 

成田国際空港周辺 

土地利用ビジョン 

（平成 23 年 3 月：成田市） 

成田市都市計画マスタープラン 

（令和 4 年 12 月：成田市） 

都市計画区域の整備、 

開発及び保全の方針 

（令和 3 年 8月：千葉県） 

 

補完 

補完 

市街化調整区域における土地利用方針 

（平成 25 年 3月：策定） 

（令和 5 年 3月：改定） 

市街化調整区域における地区計画運用基準 

土地利用方針の実現 

成田市総合計画 

（平成 28 年 3月：成田市） 

第 2 期基本計画 

（令和 2 年 3月：成田市） 
即する 

即する 
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３ 対象区域 
「市街化調整区域における土地利用方針」の対象区域は、本市内成田都市計画区域に含まれ

る市街化調整区域全域とします。 

 

図－１ 対象区域図（成田都市計画区域内市街化調整区域） 
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４ 基本的な考え方 
市街化調整区域では、集落人口の減少、農地や森林等の自然環境の荒廃等がより顕著に発生

しており、無秩序な市街化を抑制しつつ、活力ある持続可能な地域づくりを目指す必要があり

ます。 

そのため、市街化調整区域内の各地域の現状や活性化の可能性をふまえ、土地利用を適切に

誘導するべく「市街化調整区域における土地利用方針」及び「地区計画運用基準」を定めるも

のとし、地域の課題を解決するために、以下のとおり 6つの土地利用の方針を設け、それぞれ

「土地利用誘導の考え方」と「土地利用を誘導する区域」「土地利用形成のイメージ」を定め

ます。 

 

 

【土地利用の方針】 

①市街化区域周辺でのスプロールの防止 
②集落の活性化 
③空港の立地を活用した施設の立地誘導 
④鉄道駅周辺における生活利便施設等の立地誘導 
⑤幹線道路沿道への産業施設の立地誘導 
⑥騒音地域及びその周辺における産業施設等の立地誘導 

  
 
【各方針に対応した土地利用のイメージ図】 

 

 

 

 

 

 

 

②集落の活性化 

①市街化区域周辺で

のスプロールの防止 

④鉄道駅周辺における生

活利便施設等の立地誘導 

⑤幹線道路沿道への

産業施設の立地誘導 

⑥騒音地域及びその

周辺における産業施

設等の立地誘導 

③空港の立地を活用

した施設の立地誘導 

幹線道路 

注）黄塗りのエリアは県のガイドラインに準拠した方針、青塗りの

エリアは市の方針です。 
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５ 土地利用方針図 
市街化調整区域における課題を解決するための方針として、それぞれの地域課題に対応する

土地利用方針を設けるものとします。 
 
図－２ 土地利用方針図（成田都市計画区域内市街化調整区域） 

 

 
              ※特定空港周辺航空機騒音対策特別措置法施行令第 3 条第 2 項区域 

・航空機騒音障害防止地区とすべき地域 
・航空機騒音障害防止特別地区とすべき地域 
・防止地区と一体的に土地利用を図るべき地域 
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６ 土地利用の方針 
（１）市街化区域周辺でのスプロールの防止 
○土地利用誘導の考え方 

市街化調整区域であっても、開発行為の許可基準により一定の条件を満たす開発行為や建築

行為が認められているため、建築物が無秩序に集まり街区を形成することで市街地環境が損な

われ、効率的な都市づくりに逆行していく可能性があることから、不良な住環境の形成を防止

するために、地区内の建築行為に一定のルールを設けることで秩序ある街並みづくりを誘導す

るものとします。 

○土地利用を誘導する区域 

都市計画法第34条第11号に基づき市街化区域と一体的な日常生活圏を構成していると認め

られる地域として市条例で定める区域のうち、市街化区域（工業専用地域及び地区計画により

住宅の建築ができない地域を除く。）から 1.1km 以内の区域とします。 

○土地利用形成のイメージ 

市街化区域に近接する地域として、良好な住環境を形成していくため、都市計画法第 34 条

第 11 号に基づき市条例で定める第二種低層住居専用地域における建築物の用途制限を基準と

した土地利用の形成を目指します。 
 

（２）集落の活性化 
○土地利用誘導の考え方 

市街化調整区域は、市街化を抑制する地域であるため、住宅や生活利便施設の立地を誘導す

ることで、人口減少や高齢化の進行による集落の衰退を回避し、地域コミュニティの維持や生

活利便性の向上を図るものとします。 
さらに、市民農園、観光農園等、都市近郊型交流機能を促進する施設の立地を誘導する新た

な立地要件を設けることで、自然資源を活用した地域の活性化を図るものとします。 

○土地利用を誘導する区域 

大規模既存集落指定区域及び図－２に示す特定空港周辺航空機騒音対策特別措置法施行令

第 3 条第 2 項区域（ただし、航空機騒音障害防止特別地区を除く。）とします。 

○土地利用形成のイメージ 

集落の活性化を目指し、新規住民等を受け入れるため、都市計画法第 34条第 11 号に基づき

市条例で定める第二種低層住居専用地域における建築物の用途制限を基準とした土地利用の

形成を目指します。 
さらに、地域によっては自然を活用した地域振興に寄与する施設の立地を認める新たな立地

要件を設けることができるものとします。 
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（３）空港の立地を活用した施設の立地誘導 
○土地利用誘導の考え方 

成田国際空港周辺は、市街化調整区域であるものの、空港隣接地としてのポテンシャルを有

しており、「成田国際空港周辺土地利用ビジョン」で求められている、市の発展のための産業

系土地利用を計画的に誘導するルールを設け、空港立地を活用した市の発展を目指すものとし

ます。 
 
（「成田国際空港周辺土地利用ビジョン」に示される土地利用の考え方） 

 土地利用の考え方 
交流賑わいゾーン 
 

・空港隣接地に、空港利用客、観光客、市民、空港従業者等の交流を創出し、各

種ニーズに対応する賑わい拠点の整備に努めます。 
（空港利用客へのサービス拠点/観光交流拠点・空港観光の窓口/観光地へのア

クセスターミナル/空港利用客、観光客、市民、空港従業者との交流拠点/空
港従業者への就業支援の拠点） 

・取香川を軸とした市民、ボランティア、空港利用客、空港従業者のつながりの

拠点づくりを進めます。 
・日本の空の玄関に相応しい景観形成を進めるとともに、空港と地域を結ぶ案内

所と交通手段、ユニバーサルデザインの地域づくりに努めます。 
物流・空港関連産業

育成ゾーン 
・空港の発着枠拡大にともない見込まれる航空物流や各種空港関連施設の誘致、

育成を進めます。特に新たに整備される圏央道 IC 周辺への物流施設用地の確

保に努めます。また空港内貨物地区等の容量を確保するために、空港隣接地に

おける用地の確保に努めます。 
・航空フォワーダーと航空会社との貨物の受け渡しを効率的に進めるための貨物

共同上屋の設置を促進します。 
・空港と周辺施設とのアクセス利便性の向上のために、空港北側や東側からの空

港出入口の確保に努めます。 
住環境・交流形成ゾ

ーン 
・(仮称)土屋駅周辺や遠山地区の市街化区域等において、空港従業者が勤めやす

い住宅地を確保するとともに、従業者の通勤利便性を高める各種支援を行いま

す。 
・三里塚の資源や歴史を活かし、空港利用客や観光客の回遊を促し、地域の活性

化に努めます。 
自然環境保全・景観

形成ゾーン 
・豊かな自然環境を保全し、無秩序な自然喪失の防止に努めます。 
・日本の空の玄関に相応しい景観形成を進めます。 
・取香川を軸とした市民、ボランティア、空港利用客、空港従業者のつながりの

拠点づくりを進めます。 
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○土地利用を誘導する区域 

「成田国際空港周辺土地利用ビジョン」の考え方に基づき、以下の区域において土地利用の

誘導を目指します。 
 

 土地利用を誘導する区域 
交流賑わいゾーン ・国道 295 号沿道の概ね 100m 以内の土地を含む区域 

 

物流・空港関連産業

育成ゾーン 
・県道成田小見川鹿島港線沿道の概ね 100m 以内の土地を含む区域 

住環境・交流形成ゾ

ーン 
・ビジョンで示す対象地域内の、市街化区域から概ね 1km 以内の市街化調整区域 

自然環境保全・景観

形成ゾーン 
・上記ゾーンを除く空港周辺の市街化調整区域 

 
○土地利用形成のイメージ 

「成田国際空港周辺土地利用ビジョン」の考え方に基づき、以下の土地利用形成を目指します。 
 
 土地利用形成のイメージ 
交流賑わいゾーン ・空港利用客、観光客、市民、空港従業者等の交流を創出し、各種ニーズに対応

する賑わい拠点の整備をするため、ホテルの立地や商業地域における建築物の

用途制限を基準とした（ただし、風俗営業等の規制誘導及び業務の適正化に関

する法律第 2 条第 1 項第 1 号から第 4 号に規定する営業を行う建築物は除く。）

土地利用の形成を目指します。 
物流・空港関連産業

育成ゾーン 
・空港関連等の物流施設、工場・倉庫等の産業施設や店舗の立地を誘導すること

で、産業機能の形成を推進します。 
住環境・交流形成ゾ

ーン 
・空港従業者が勤めやすい良好な住環境を形成していくため、都市計画法第 34

条第 11 号に基づき市条例で定める第二種低層住居専用地域における建築物の

用途制限を基準とした土地利用の形成を目指します。 
自然環境保全・景観

形成ゾーン 
・市街化調整区域の土地利用の考え方に準じます。 
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参考：土地利用ゾーニング図（「成田国際空港周辺土地利用ビジョン」より） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

※千葉県の定める「成田国際空港周辺地域における航空機騒音対策基本方針」の土地利用の考え方を前提に、上

記の土地利用ゾーニングをもとに、効率的効果的な土地利用を目指します。 

交流賑わいゾーン 

物流・空港関連産業育成ゾーン 

住環境・交流形成ゾーン 

自然環境保全・景観形成ゾーン 
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（４）鉄道駅周辺における生活利便施設等の立地誘導 
○土地利用誘導の考え方 

「成田湯川駅」「下総松崎駅」「公津の杜駅」周辺の市街化調整区域は、駅に近く、利便性の

高い地域でありながら、人口減少が進行し、鉄道駅周辺地域としてのポテンシャルが活かされ

ていないことから、駅の利便性確保と、住宅や生活利便施設の立地を誘導するルールを設ける

ことで、駅周辺地域の活性化を図ることとします。 
なお、土地区画整理事業などによる新市街地整備は、この方針によるものではありません。 

 
○土地利用を誘導する区域 

「成田湯川駅」「下総松崎駅」「公津の杜駅」から概ね 1km 以内の市街化調整区域とします。 
 
○土地利用形成のイメージ 

鉄道駅のポテンシャルを活用した住宅や生活利便施設等を受け入れと鉄道駅の利便性を向

上させるため、市街化区域に準じて、第一種住居地域における建築物の用途制限を基準とした

土地利用の形成を目指します。 
 

（５）幹線道路等沿道への産業施設の立地誘導 
○土地利用誘導の考え方 

市街化調整区域において、千葉県開発審査会提案基準における指定路線として位置づけられ

ている国道 51 号や国道 295 号等の幹線道路等沿道及び、成田国際空港周辺等の幹線道路等沿

道は、物流施設等の立地需要が高いと見込まれることから、幹線道路沿道への物流施設や工場

等の産業施設の立地を誘導するルールを設けることで、産業機能の形成を進めるものとします。 
 
○土地利用を誘導する区域 

千葉県開発審査会提案基準における指定路線（国道 51 号、国道 295 号、県道成田小見川鹿

島港線（一部）、市道南三里塚駒井野線、市道成田市場線）、その他幹線道路（県道成田小見川

鹿島港線（市街化調整区域区間）、県道成田安食線バイパス、市道水の上新田線（一部））の沿

道の概ね 100m 以内の土地を含む区域とします。 

 
○土地利用形成のイメージ 

上記の幹線道路沿道において、準工業地域の立地要件に相当し、「流通業務の総合化及び効率

化の促進に関する法律（以下、「物流総合効率化法」という。）」で認定された物流施設や空港関

連の倉庫、整備工場等及び、コンビニエンスストア等の店舗をはじめとした生活利便施設の建

築物の立地を認める土地利用の形成を目指します。 



10 
 

（６）騒音下及び周辺における産業施設等の立地誘導 
○土地利用誘導の考え方 

騒音地域において、地域振興に資する産業施設やレクリエーション施設の立地を誘導するル

ールを設けることで、地域振興を進めるものとします。 
 
○土地利用を誘導する区域 

図－２に示す特定空港周辺航空機騒音対策特別措置法施行令第 3条第 2項区域とします。 
 
○土地利用形成のイメージ 

前述の区域において、準工業地域の立地要件に相当する産業施設（工場、物流施設）・研究

所・レクリエーション施設及び付帯施設の立地を誘導し、未活用の土地の有効活用を促し、地

域の活性化に寄与する土地利用の形成を目指します。 
なお、計画区域内の既存住宅について配慮するものとします。 
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改定履歴 

 

平成 25（2013）年 3 月 策定 


